
国立大学法人宮崎大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②  令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学法人、
国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教
育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人1,401人；平成31年度計画記載）や教育・研究事業で比較的同等
と認められる、以下の法人等を参考とした。

（１）国立大学法人大分大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤
職員数1,320人）。公表資料によれば、平成30年度の長の年間報酬額は約15,757千円であり、公表対象年度
の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、約15,757千円と推定される。同様の考え方により、理
事については約12,369千円から約13,306千円、監事については約10,340千円と推定される。

（２）事務次官年間報酬額･･･23,374千円

当法人が定める役員に支給する期末手当（賞与）額は、文部科学省法人評価委員会が行う業績評価の結果
及び当該役員の職務実績を勘案して学長が必要と認める場合には、経営協議会の議を経て、100分の10の範
囲内で、これを増額し、又は減額することができるとしている。

なお、令和元年度は増額又は減額での支給はなかった。

役員報酬は、月額及び期末手当から構成されている。
月額は宮崎大学役員報酬規則に則り、月額965千円から1,035千円としているが、宮崎大学役

職員の給与の臨時特例に関する規程に則り、当分の間月額俸給から100分の5を減額するた
め、月額917千円から983千円としている。

期末手当についても、同規則に則り、俸給月額及び異動保障給の月額並びに当該俸給月額
に100分の20の割合を乗じて得た額並びに当該俸給月額及び異動保障給の月額の合計額に
100分の25の割合を乗じて得た額の合計額に支給割合（6月に支給する場合においては100分
の162.5、12月に支給する場合においては100分の177.5）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内
の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和元年度は人事院規則の改正に準拠し、期末手当の支給月数を年間0.05月分引き
上げた。

俸給は宮崎大学役員報酬規則に則り、月額632千円から818千円としているが、宮崎大学役
職員の給与の臨時特例に関する規程に則り、当分の間月額俸給から100分の5を減額するた
め、月額600千円から777千円としている。

他は法人の長に同じ。

役員報酬は俸給及び通勤手当から構成されている。
俸給は宮崎大学役員報酬規則に則り、月額200千円としている。

俸給は宮崎大学役員報酬規則に則り、月額632千円から761千円としているが、宮崎大学
役職員の給与の臨時特例に関する規程に則り、当分の間俸給月額から100分の5を減額す
るため、月額600千円から723千円としている。

他は法人の長に同じ。

役員報酬は俸給及び通勤手当から構成されている。
俸給は宮崎大学役員報酬規則に則り、月額155千円としている。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,717 11,799 4,918 0

千円 千円 千円 千円

13,263 9,325 3,887 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,212 9,325 3,887 0

千円 千円 千円 千円

13,813 9,325 3,887 50
550

（通勤手当）
(診療従事手当）

千円 千円 千円 千円

13,566 8,048 3,632
804
24

1,056

（広域異動給）
（通勤手当）

（単身赴任手当）

千円 千円 千円 千円

13,263 9,325 3,887 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,455 2,400 0 55 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

11,488 8,048 3,355 85 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,017 1,860 0 157 （通勤手当）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注２：「診療従事手当」とは、診療業務に従事する者に支給しているものである。
注３：「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

その他（内容）

B監事
（非常勤）

B理事

D理事

E理事

F理事
（非常勤）

A監事

C理事

◇

法人の長

A理事

前職
就任・退任の状況

役名

2



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

理事は、研究・企画、教育・学生、病院、総務、女性活躍・人財育成、というそれぞれの職
務において、学長を補佐し、法人の業務を掌理する。また、学長に事故があるときはその職
務を代理し、学長が欠員のときはその職務を担っている。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,332万円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,337万円と比べてもそれ以下と
なっている。

宮崎大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月
額を踏まえて決定しているが、こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、
理事の報酬水準は妥当であると考えられる。

宮崎大学は、「世界を視野に 地域から始めよう」というスローガンのもと、人類の英知の結
晶としての学術・文化に関する知的遺産の継承と発展、深奥なる学理の探究、地球環境の保
全と学際的な生命科学の創造を目指し、変動する社会の多様な要請に応え得る人材の育成
を使命としており、宮崎大学将来構想を基盤として（教育改革、組織改革、入試改革、国際
化、地域連携等の具体的な取組み等）を学長のリーダーシップの下で推進している。 そうし
た中で、宮崎大学の学長は、職員数約1,400名の法人の代表として、その業務を総理するとと
もに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職務を同時に担ってい
る。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,332万円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,337万円と比べてもそれ以下となっ
ている。

宮崎大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額
を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等以上
であると言え、これまでの各年度における業務評価の結果を勘案したしたものとしている。

また、他の総合大学の長の報酬水準（鹿児島大学、熊本大学及び大分大学の長の平均報
酬1,733万円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や鹿児島大学、熊本大学及び大分大学の長との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

法務担当の理事であり、常勤理事に同じ。

監事は、効率的かつ効果的な業務運営の確保を目的として監査を行う。また、役員が不正
行為をし、もしくは当該行為をするおそれがあると認めるときなどに、その旨学長及び文部科
学大臣に報告する職務を担っている。

監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬3,332万円と比較し
た場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額2,337万円と比べてもそれ以下となっ
ている。

宮崎大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額
を踏まえて決定しているが、こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、監事
の報酬水準は妥当であると考えられる。

常勤監事に同じ。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、
民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。

3



４　役員の退職手当の支給状況（令和元年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

法人の長

監事

該当者なし監事

理事

法人の長

理事

法人での在職期間

判断理由

該当者なし

文部科学省国立大学法人評価委員会が行う、業績の実績に関する評価の結果を勘案し、学長
が、その職務実績に応じ、経営協議会の議を経て、これを増額し、又は減額することができるとして
いる。今後も継続する方針である。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

昇格
　勤務成績の良好な職員が別に定める昇格基準を満たしたときは、１級上位の級に昇格さ
せることができる。

降格

賞与：勤勉手当
（査定分）

　６月期及び１２月期の勤勉給は、基準日以前６箇月以内における勤務成績に応じて決定さ
れる成績率に基づき支給される。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　職員が、就業規則の規定に基づき降任したときは、下位の級に降格させることができる。

制度の内容

昇給

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　毎年１月１日の昇給日に、昇給日前１年間の勤務成績等により決定されるA～Eの５段階の
昇給区分に応じて昇給させることができる。

宮崎大学職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか、2019年（平
成31年）職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（常勤職員数1,401人）・職種別平均支
給額を参考にした。
1) 国立大学法人大分大学･･･当該法人は、事業内容（教育・研究）において類似する国立大学法人であり、
法人規模についても同等（常勤職員数1,320人）となっている。
(2) 国家公務員･･･令和元年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は411,123円
となってお り、全職員の平均給与月額は417,683円となっている。
(3) 職種別民間給与実態調査において、宮崎大学と同等の規模や職種の大学卒の４月の平均支給額は部
長級752,922円、課長級622,315円、次長級614,170円、係長級501,601円、主任級427,515円、係員級
362,550円となっている。

また、学長のリーダーシップによる予算、人的・物的資源の戦略的な運用を進め、全学的な観点から学部・
研究科等の教職員人事を行う制度を推進し、事務系職員については、教育研究活動等の支援の観点から
適切に配置し、事務等の効率化・合理化を進めている。

本学の定めた個人評価の結果を基礎資料とし、職員の勤務成績等に応じて、昇給・昇格・降格及び勤勉給
の成績率を決定している。

宮崎大学職員給与規程に則り、基本給（俸給、調整給、役職給、異動保障給、広域異動給及び教職調整
給）、諸手当（扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、初任給調整手当、宿日直手
当、管理職員特別勤務手当、義務教育等教員特別手当、診療従事手当、時間外勤務手当、休日勤務手当
及び夜間勤務手当）及び賞与（期末給及び勤勉給）としている。

期末給については、（俸給＋調整給＋教職調整給＋扶養手当＋異動保障給＋広域異動給＋役職段階別
加算額＋管理職加算額）に一般の職員には、６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支
給する場合においては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉給については、（俸給＋調整給＋教職調整給＋異動保障給＋広域異動給＋役職段階別加算額＋管

理職加算額）に勤勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

なお、令和元年度では、給与法の改定に準拠し、俸給表の改定（平均改定率０．０９％）、医師に対する初

任給調整手当の改定、宿日直手当単価の改定、賞与の支給月数を０．０５月分（４．４５月から４．５０月へ）引

き上げを実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,133 45.6 6,718 4,924 65 1,794
人 歳 千円 千円 千円 千円

286 42.4 5,433 4,009 73 1,424
人 歳 千円 千円 千円 千円

500 49.6 8,258 6,040 63 2,218

人 歳 千円 千円 千円 千円

192 43.7 5,540 4,049 60 1,491

人 歳 千円 千円 千円 千円

17 48.6 5,022 3,703 56 1,319
人 歳 千円 千円 千円 千円

50 43.5 6,705 4,911 63 1,794
人 歳 千円 千円 千円 千円

88 38.1 5,051 3,710 59 1,341

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

13 62.7 3,299 2,774 67 525
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 62.7 3,299 2,774 67 525
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

教育職種
（大学教員）

再任用職員

医療職種
（病院医療技術職員）

常勤職員
※年俸制

教育職種
（大学教員）

うち所定内人員

事務・技術

総額

事務・技術

医療職種
（病院医療技術職員）

常勤職員
※年俸制以外

区分

技能・労務職種

その他医療職種
（看護師）

うち賞与

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（附属義務教育学校教員）
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人 歳 千円 千円 千円 千円

394 36.7 4,363 3,253 62 1,110
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 49.8 3,253 2,426 81 827
人 歳 千円 千円 千円 千円

38 43.6 6,164 4,634 64 1,530
人 歳 千円 千円 千円 千円

259 32.2 4,430 3,299 58 1,131

人 歳 千円 千円 千円 千円

30 46.1 3,573 2,629 84 944
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 34.3 3,939 2,977 29 962

人 歳 千円 千円 千円 千円

184 36.9 3,592 2,671 71 921
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 38.5 3,508 2,618 77 890
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

150 36.8 3,465 2,579 71 886

人 歳 千円 千円 千円 千円

29 37.1 4,262 3,159 74 1,103

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：在外職員、任期付職員の区分については該当者がいないため、表の掲載を省略した。
注３：常勤職員（年俸制以外）のその他医療職種（看護師）については、該当者が２名以下のため、当該個人に関する情
　　　報が特定される恐れのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員（年俸制以外）全体の数値からも除外している。
注４：常勤職員（年俸制）の教育職種（附属義務教育学校教員）については、該当者が２名以下のため、当該個人に関す
　　　る情報が特定される恐れのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員（年俸制）全体の数値からも除外している。
注５：再任用職員の教育職種（大学教員）及び医療職種（病院医療技術職員）については、該当者が２名以下のため、
　　　当該個人情報に関する情報が特定される恐れのあることから、区分以外は記載せず、再任用職員全体の数値から
　　　も除外している。
注６：非常勤職員（年俸制）の教育職種（大学教員）については、該当者が２名以下のため、当該個人に関する情報が
　　　特定される恐れのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員（年俸制）全体の数値からも除外している。
注７：教育職種（附属義務教育学校教員）には附属幼稚園教員を含む。
注８：常勤職員の表について、医療職種（病院医師）は該当者がいないため、欄の記載を省略した。
注９：再任用職員の表について、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）は該当者がいないため、欄の記載を
　　　省略した。
注１０：非常勤職員（年俸制以外）の表について、医療職種（病院医師）は該当者がいないため、欄の記載を省略した。
注１１：非常勤職員（年俸制）の表について、医療職種（病院医師、病院看護師）は該当者がいないため、欄の記載を
　　　省略した。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員
※年俸制以外

教育職種
（大学教員）

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

病院特定常勤看護師

非常勤職員
※年俸制

事務・技術

事務・技術

病院特定常勤技師
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：年齢２０～２３歳の該当者は３名であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　年間給与額の第１・第３四分位については表示していない。

注１：年齢２４～２７歳の該当者は１名であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均

人 歳 千円

代表的職位 部長 5 55.1 10,495

課長 24 55.7 7,623

次長(課長補佐) 27 52.2 6,861

係長 117 44.0 5,489

主任 22 38.6 4,729

係員 91 34.2 4,022

（教育職員（大学教員））

平均

人 歳 千円

代表的職位 教授 166 56.0 9,767

准教授 149 48.7 7,954

講師 41 48.2 7,934

助教 139 43.5 6,758

助手 1

教務職員 4 49.3 5,396

（医療職員（病院看護師））

平均

人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 5 54.5 6,897

代表的職位 看護師長 24 51.5 6,426

副看護師長 63 44.3 5,606

看護師 99 40.8 5,073

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員

千円

11,381 ～ 9,385

 9,141 ～ 7,078

 7,588 ～ 5,642

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

 6,626 ～ 4,383

 6,007 ～ 4,055

 5,269 ～ 2,775

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

千円

12,334 ～ 8,006

10,597 ～ 6,124

 9,434 ～ 5,113

 7,847 ～ 5,292

6,862 ～ 6,036

6,659 ～ 4,714

6,362 ～ 3,788

注１：助手の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢
　　及び年間給与額については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

注２：教務職員の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間
　　給与額の最高・最低については記載していない。

注：看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均
　　年齢及び年間給与額については記載していない。

千円

7,518 ～ 6,223
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④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

56.9 58.5 57.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.1 41.5 42.2

％ ％ ％

         最高～最低 51.7 ～ 39.7 50.7 ～ 38.2 51.0 ～ 38.9
％ ％ ％

58.0 59.3 58.7
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.0 40.7 41.3

％ ％ ％

         最高～最低 46.7 ～ 37.4 45.0 ～ 36.0 44.5 ～ 36.7

（教員職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

56.0 57.6 56.9
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.0 42.4 43.1

％ ％ ％

         最高～最低 53.2 ～ 40.6 50.8 ～ 39.2 51.2 ～ 39.9
％ ％ ％

58.3 59.8 59.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.7 40.2 40.9

％ ％ ％

         最高～最低 46.7 ～ 39.1 45.0 ～ 37.3 44.5 ～ 38.4

（医療職員（病院看護師））
夏季（6月） 冬季（12月） 計  

％ ％ ％

57.0 58.0 57.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.0 42.0 42.4

％ ％ ％

         最高～最低 46.7 ～ 42.2 45.0 ～ 40.7 44.5 ～ 41.4
％ ％ ％

58.0 59.6 58.8
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.0 40.4 41.2

％ ％ ％

         最高～最低 46.7 ～ 38.4 45.0 ～ 36.9 44.5 ～ 37.6

一律支給分（期末相当）

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○医療職員（病院看護師）

　給与水準の妥当性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

-

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　81.3
・年齢･地域勘案　　　　　　　　　 90.1
・年齢･学歴勘案　　　  　　 　　　81.7
・年齢･地域･学歴勘案　　 　   　90.1
（参考）対他法人　　　　　　  　   93.0

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】28.9%
（国からの財政支出額　10,948百万円、支出予算の総額　37,853百万円：平成31年度予算）

（法人の検証結果）
　指数の状況として、いずれも国家公務員の給与水準を下回っており、本学の地域性及び職
員構成を勘案して給与水準は適正であると考える。

【累積欠損額について】
累積欠損額なし
【文部科学大臣の検証結果】
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は適正で
あると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

講ずる措置 　国家公務員の給与水準等を考慮し、今後も適正な水準の維持に努める。

項目 内容

　国家公務員の給与水準等を考慮し、今後も適正な水準の維持に努める。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　97.5
・年齢･地域勘案　　　　　　　　 100.5
・年齢･学歴勘案　　　　　　 　　　97.4
・年齢･地域･学歴勘案　　   　 101.1
（参考）対他法人　　　　　　  　   96.4

　○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　87.9
　（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和元年度の
教育職員　（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　地域勘案による比較対象となる勤務地は主に自衛隊病院及び国立ハンセン病療養所であ
り、物価水準が同等と推測されることに加え、平成31年国家公務員給与等実態調査報告書の
「適用俸給表別、性別、最終学歴別人員」による医療職俸給表（三）適用者の最終学歴は大
学卒5.8%、短大卒89.6%、高校卒4.6%であるのに対し、本学は大学卒32.3%、短大卒67.7%と
なっており、国と比べて初任給決定基準学歴が高いこと、また同報告書の「適用俸給表別、級
別（最終学歴別）人員」による医療職俸給表（三）適用者の１級（准看護師）は5.3%を占めてい
るのに対し、本学は0.0%であることなどが要因と考えられる。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】28.9%
（国からの財政支出額　10,948百万円、支出予算の総額　37,853百万円：平成31年度予算）

（法人の検証結果）
　指数の状況として、いずれも国家公務員と同等の給与水準を維持しており、本学の地域性及
び職員構成を勘案して給与水準は適正であると考える。

【累積欠損額について】
累積欠損額なし
【文部科学大臣の検証結果】
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準は適正で
あると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

講ずる措置
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４　モデル給与
（扶養親族がいない場合）
事務・技術職員

教員職員（大学教員）
○ 24歳（助教）
　　月額 243,200円　年間給与 3,998,208円
○ 35歳（助教）
　　月額 317,300円　年間給与 5,286,850円
○ 50歳（准教授）
　　月額 438,100円　年間給与 7,396,880円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき
　10,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　国家公務員のほか、他の国立大学法人等の動向も踏まえて、今後も継続する
方針である。

○ 22歳（大卒初任給）
　　月額 182,200円　年間給与 2,995，368円

○ 35歳（主任）
　　月額 268,400円　年間給与 4,412,496円

○ 50歳（次長）
　　月額 358,100円　年間給与 6,046,160円
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Ⅲ　総人件費について

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

①給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について
「給与、報酬等支給総額」
　給与法の改定に準拠した俸給表・賞与の支給月数の引き上げに伴う増額がある一方、定年退職者の再任用者
への転換や超過勤務の抑制などによる減額の影響により、常勤人件費は対前年度比約0.3%減となった。
「最広義人件費」
　 給与法の改定に準拠した俸給表・賞与の支給月数引き上げに伴う増額や定年退職者の再任用者への転換、受
託研究費等の獲得増に伴う雇用の増加などにより、非常勤役職員等給与は4.9%増となった。退職手当支給額は国
家公務員の退職手当支給水準に準拠したものとなっているが、定年退職者数が対前年度比51.9%減、全体の退職
者数も対前年度比7.6%減となったことなどにより、対前年度比47.6％減となった。また、福利厚生費は支給額（非常
勤役職員等給与を含む）増に伴い、1.9%増となった。
　このような状況により最広義人件費は対前年度比3.6%減となった。
 
②退職手当支給額について
・「公務員の給与改定に関する取扱いについて」(平成29年11月17日閣議決定）に基づく措置として、「独立行政法
人及び特殊法人等における役職員の給与及び退職手当について」（平成29年11月17日事務連絡）を踏まえ、平
成30年1月1日から、以下の措置を講ずることとした。
　役員に関する講じた措置の概要・・・退職手当法の改正に準じて、調整率を100分の83.7に改定した額を支給す
ることとした。
  職員に関する講じた措置の概要・・・退職手当法の改正に準じて、調整率を100分の83.7に改定した額を支給す
ることとした。

区　　分

給与、報酬等支給総額
9,671,334 9,663,774 9,753,208 9,725,253

退職手当支給額
825,072 691,824 826,078 432,978

非常勤役職員等給与
5,314,697 6,028,086 6,230,693 6,537,214

19,154,042 19,084,79918,643,406

2,179,445 2,259,722 2,344,063 2,389,354
福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
17,990,548
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